
　　種苗法の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

近年、我が国の優良な登録品種が海外に流出し、他国で生産され第三国に輸出される等、
我が国からの農林水産物の輸出をはじめ、我が国の農林水産業の発展に支障が生じる事態
が発生している。こうした事態に対処するため、育成者権の強化を図ることが求められて
いる。一方で、育成者権の強化が農業経営に与える影響にも十分配慮する必要がある。 

よって、政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　記 

一　我が国の優良な植物新品種の海外流出の防止を目的とした育成者権の強化が、農業者
による登録品種の利用に支障を来したり、農産物生産を停滞させ食料の安定供給を脅かし
たりしないよう、種苗が適正価格で安定的に供給されることを旨として施策を講じるこ
と。 

二　稲、麦類及び大豆の種苗については、農業者が円滑に入手し利用できることが我が国
の食料安全保障上重要であることに鑑み、都道府県と連携してその安定供給を確保するも
のとし、各都道府県が地域の実情に応じてその果たすべき役割を主体的に判断し、品種の
開発、種子の生産・供給体制が整備されるよう、適切な助言を行うこと。 

三　各都道府県が、稲、麦類及び大豆の種子の原種ほ及び原原種ほの設置等を通じて種子
の増殖に必要な栽培技術等の種子の生産に係る知見を維持し、これを民間事業者に提供す
るという役割も担いつつ、都道府県内における稲、麦類及び大豆の種子の生産や供給の状
況を的確に把握し、必要な措置を講じることができるよう、環境整備を図ること。 

四　稲、麦類及び大豆については、品種の純度が完全で優良な種子の供給を確保するた
め、原原種の採種ほ場では育成者が適切な管理の下で生産した種子又は系統別に保存され
ている原原種を使用するよう指導すること。 

五　種苗法に基づき都道府県が行う稲、麦類及び大豆の種子に関する業務に要する経費に
ついては、従前と同様に地方交付税措置を講じること。 

六　国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構、都道府県等の試験研究機関が育
成した登録品種に関する通常利用権の許諾については、その手続等が有機農業をはじめ農
業者の負担になることのないよう、適切に運用するとともに、これらの公的試験研究機関
に対してガイドラインを提示する等により、その周知徹底を図ること。 

七　農業者が意図せずに、育成者権者の許諾を得ずに登録品種の自家増殖を行い、不利益
を被ることを防止するため、農業者に対して、制度見直しの内容について丁寧な説明を行
うこと。 



八　公的試験研究機関が民間事業者に種苗の生産に関する知見を提供する場合において
は、我が国の貴重な知的財産である技術や品種の海外や外国企業への流出を防止するた
め、適切な契約を締結する等十分留意するよう指導すること。 

九　登録品種の種苗の海外流出の防止に当たっては、ホームセンター等の販売員等が意図
せずに登録品種の種苗を外国人に販売すること等により不利益を被ることを防止するた
め、ホームセンター等に対して、制度見直しの内容について丁寧な説明を行うとともに、
国において適切な運用を図ること。 

十　新品種の開発は、利用者である農業者の所得や生産性の向上、地域農業の振興につな
がるべきものであることに鑑み、我が国において優良な植物新品種が持続的に育成される
環境を整備するため、公的試験研究機関による品種開発及び在来品種の収集・保全を促進
すること。また、その着実な実施を確保するため、公的試験研究機関に対し十分な財政支
援を行うこと。 

　右決議する。


